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有限会社まごの手サービスの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27年 2月 16日開催の取締役会において、以下のとおり、有限会社まごの手サービ

スの株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 株式取得の理由  

当社グループは「最大ではなく最高の福祉サービス提供を行う」という企業理念の下、超高

齢社会において、介護サービスを通じ高齢者や障がい者の皆様に、生きがいや楽しみを提供し

てまいりました。現在、介護保険法に基づく訪問介護、居宅介護支援、施設介護、グループホ

ーム、介護付有料老人ホームの事業等を首都圏・関西・名古屋・仙台・広島・福岡で展開して

おります。 

このたび、株式を取得する有限会社まごの手サービスは、大阪府茨木市に本拠を置き、障が

い児サービスを中心に、訪問介護等を茨木市と吹田市及び高槻市にて運営しております。 

当社グループは同社株式を取得し子会社化することにより、障がい福祉サービスでのより多

くのご利用者のニーズにお応えすることが可能となるほか、当社グループがこれまで培ってき

た実績とノウハウを活かし、同社との融合により、サービスをより充実させることが可能とな

ります。また、営業、人財確保の面で業務の効率化が図れるなどシナジー効果が期待でき、両

社の事業拡大に貢献することから、当社グループの企業価値向上に資するものであります。 

 

2. 異動する子会社の概要 

（1） 商 号 有限会社まごの手サービス 

（2） 所 在 地 大阪府茨木市駅前3丁目2番2号501号室 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 徳田 茂樹 

（4） 事 業 内 容 障がい児通所支援事業・居宅介護支援事業 

（5） 資 本 金 5,000千円 

（6） 設 立 年 月 日 平成11年3月 

（7） 大株主及び持株比率 徳田 茂樹  100％ 

（8） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（9） 当該会社の最近3年間の経営成績及び財政状態 

 決算期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期 

 純 資 産 1,547千円 3,696千円 5,544千円 

 総 資 産 65,242千円 101,514千円 154,456千円 



 1 株当たり純資産 15,470円 36,960円 55,440円 

 売 上 高 163,748千円 269,449千円 389,121千円 

 営 業 利 益 △10,948千円 △11,280千円 4,633千円 

 経 常 利 益 655千円 2,397千円 2,695千円 

 当 期 純 利 益 643千円 2,149千円 1,847千円 

 1 株当たり当期純利益 6,430円 21,490円 18,470円 

 1 株当たり配当金 ― ― ― 

 

3. 株式取得の相手先の概要 

（1） 氏 名 徳田 茂樹 

（2） 住 所 大阪府高槻市 

（3） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

4. 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（2） 取 得 株 式 数 
100株 

（議決権の数：100 個） 

（3） 異動後の所有株式数 

100株 

（議決権の数：100 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（4） 取 得 金 額 
守秘義務契約を締結しているため、非開示とさせていただき

ます。 

 

5. 日 程 

（1） 取 締 役 会 決 議 日 平成 27年 2月 16日 

（2） 契 約 締 結 日 平成 27年 2月 16日 

（3） 株 式 譲 受 実 行 日 平成 27年 3月 2日（予定） 

 

6. 今後の見通し 

本件株式の取得により、当該会社は平成 27 年 10 月期から当社の連結子会社となりますが、

業績に与える影響は、現時点では、軽微であると考えております。 

 

以 上 


